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２２１ 高齢者や障害者が活動できる環境づくり

【２０１０年度の目標】
高齢者や障害者が、意欲や能力に応じてさまざまな活動に参加でき、いきいきとした毎日を

おくっています。

項 目 基準年度の状況 年度実績 年度の目標1999 2001
（ 年度の目標）2010

６５歳までの継続雇用の普及率 ２３．８％ ２２．３ ％ ３０％程度 １００％（ ）

身体障害者雇用率達成企業割合 ５３．４％ ４５．６ ％ ７０％程度 １００％（ ）

身体障害者・知的障害者 ５６４人分 ７２０人分 ８０４人分
更生･授産施設(通所) （１，２５０人分）

精神障害者共同作業所設置数 １２か所 １４か所 ２２カ所 ３７か所（ ）
授産施設設置数 ２か所 ４か所 ５カ所 ９か所（ ）
福祉工場 ０か所 － １カ所 １か所（ ）

手話通訳者・要約筆記奉仕員 ２５０人 ２７０人 ４６４人
登録者数 （９５０人）

点訳奉仕員・朗読(録音)奉仕員 ３１８人 ４０３人 ５２７人
登録者数 （１，０８０人）

ガイドヘルパー登録者数 １２０人 １５９人 ２４０人
（６００人）

１ 平成１１年度の取組
（１）平成１１年度の取組概要とその成果

（健康福祉部）
障害者施策の実施により、前年度に比べ、身体障害者・知的障害者更生･授

産施設(通所)は６０人分増（目標に対し５７．６％ 、精神障害者授産施設は）
１カ所増、精神障害者共同作業所・福祉工場は増えず、手話通訳者・要約筆
記奉仕員登録者数は７人の微増、点訳奉仕員・朗読(録音)奉仕員登録者数は
増えず、ガイドへルパー登録者数は７４人増加したが目標に対し２６．５％
であった。また、老人クラブへの助成及び（財）三重県長寿社会福祉センタ
ーへ事業委託により高齢者の社会参画の環境づくりを行い、紀南地域におい
ては「紀南健康長寿モデルエリア計画」に基づく事業を進め、住民主体の健
康・生きがいづくりに前進がみられた。

バリアフリー社会への取り組みとしては、４月に推進条例を施行、１２月
には整備基準を定めた規則を制定し、その普及啓発の実施とともに、推進計
画を策定した。

（生活部）
継続雇用制度の推進を中心とした高齢者雇用の普及啓発、シルバー人材セ

ンターの拡充、旧失業対策事業からの引退者に対する仕事の提供等を行うこ
とにより、高齢者に多様な就業機会を提供した。また、障害者に対する職業
相談、職場定着指導を行うとともに大会の開催等による障害者雇用の啓発、
障害生徒に対する短期職場実習や、即雇用が困難な障害者に対する職場適応
訓練を行い、雇用に結びつけた。

（総務局）
バリアフリー社会への取組みを促進するため、高齢者、障害者、外国人等

の方々による県有施設利用体験を実施し、参加者から福祉機器等の活用につ



いての提言 今後のバリアフリー対策について意見を集約することができた、 。

（２）平成１１年度の取組に対する問題点

（健康福祉部）
障害者施策においては、目標に対し一番達成率の高い身体障害者・知的障

害者更生･授産施設(通所)でも６０％を達成できず他項目は５０％を下回って
おり、精神障害者関係施設の整備と身体障害者各種奉仕員の登録が遅れてい
る。

高齢者施策においては、多様なニーズに対応ができていない部分があり、
紀南健康長寿では、成果把握のための指標づくり、県内他地域や他県への情
報発信を積極的に行う必要がある。

バリアフリー施策では、全庁的な県職員自らの身近な取組が必要であり、
地域では推進役になる人材の養成、地域からの動きを推進する必要がある。

（生活部）
高齢者雇用に事業主の理解は得られるがその導入には負担が大きく困難で

あり、雇用情勢の厳しさから継続雇用普及率は２２．３％（前年度比－２．
６ポイント 、またシルバー人材センターの意義は理解されるが地域性等から）
設置に至らない場合があり、財政的な運営支援の要望もある。障害者雇用に
おいては、景気の低迷等により障害者の実雇用率が１．５２％（－０．０７
ポイント）と悪化した。

（総務局）
施設のバリアフリー改修にあたり、体験会での意見の反映が必要である。

２ 平成１２年度の取組と成果見込み

（健康福祉部）
障害者施策として自立や社会参加へ向けての環境づくりを進めていく中で、

知的障害者授産施設（通所）４カ所１００人分の整備が予定されている。
また、高齢者施策として社会参加の環境づくりのための事業を継続的に実

施しつつ、紀南健康長寿については、成果を評価するための指標づくり、情
報の発信を積極的に行い、生活創造圏ビジョンの一つとしての位置づけから
県民局各部との連携を強め事業展開を図る。

一方、県職員対象のバリアフリー体験セミナーを実施するとともに、各地
域でバリアフリーアドバイザー養成講座を開講する。

（生活部）
地方分権一括法の施行により国（三重労働局 、県の事務が明確化されたこ）

とで、三重労働局及び関係団体と連携を密に事業を実施する。また、継続雇
用制度導入を中心とした高齢者雇用の普及啓発、シルバー人材センターの設
置、連合会加入を引き続き促進し、任意就業事業は本年度で事業完結に努め
る。障害者雇用においても従来からの施策を効果的に実施し、就労機会の充
実、環境整備を行う。

（総務局）
県庁舎及び松阪庁舎においてバリアフリー改善工事を実施する。

３ 平成１３年度以降に向けての取組方向

（健康福祉部）

① 高齢者の生きがい対策事業は、行政主体から民間主体への移行を促すよ
う取り組んでいく。

② 紀南健康長寿モデルエリア計画に基づく、生活創造圏ビジョンの位置づ
けも含めた県民局各部及び市町村と連携した事業展開を図る。

③ 障害者プランを推進していく上で、複数市町村による広域的実施に向け
て支援を行う。



④ 平成１４年度の精神保健福祉相談業務の市町村移管に際し、市町村支援
を行うため、人的体制の強化及びこころの健康センターにおける精神障害
部門の強化を図る。

（生活部）
高齢者への多様な就業機会を確保するため、６５歳までの継続雇用制度導入

を中心とした高齢者雇用の普及啓発を引き続き実施し、県民の共通課題として
認識されるよう取り組む。またシルバー人材センターの未設置町村への設置、
県連合会への加入促進に努め 県下全域での事業展開をより可能にすると共に、 、
運営支援等補助のあり方を検討しつつ、広域的な設置も指導していきたい。

また、障害者雇用促進に向けて、さらに国との連携を密にして継続的に県民
・企業に対し雇用促進の機運の醸成に努める。

（総務局）
県民が利用する施設の内、利用頻度の高い施設からバリアフリー改修を行う

ため、現地調査を行い各所有管理者に情報・ノウハウの提供を行う。各庁舎に
ついては順次バリアフリー改善工事を行う。


